
令和４年１月27日

資料７

医療保険者を取り巻く最近の動向について



○令和４年度診療報酬改定
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○予算編成過程において、診療報酬改定の改定率は以下のとおりとなった。

個別の改定事項に係る議論は、厚生労働省の中央社会保険医療協議会において行われている。

➢ 診療報酬 ＋０．４３％

※１ うち、※２～５を除く改定分 ＋０.２３％
各科改定率 医科 ＋０.２６％

歯科 ＋０.２９％
調剤 ＋０.０８％

※２ うち、看護の処遇改善のための特例的な対応 ＋０．２０％

※３ うち、リフィル処方箋（反復利用できる処方箋）の導入・活用促進による効率化 ▲０．１０％（注）

※４ うち、不妊治療の保険適用のための特例的な対応 ＋０．２０％

※５ うち、小児の感染防止対策に係る加算措置（医科分）の期限到来 ▲０．１０％

なお、歯科・調剤分については、感染防止等の必要な対応に充てるものとする

（注） 症状が安定している患者について、医師の処方により、医療機関に行かずとも、医師及び薬剤師の適切な連携の下、一定期間内に処方箋を

反復利用できる、分割調剤とは異なる実効的な方策を導入することにより、再診の効率化につなげ、その効果について検証を行う

➢ 薬価 ▲１．３５％
※１ うち、実勢価等改定 ▲１．４４％

※２ うち、不妊治療の保険適用のための特例的な対応 ＋０．０９％

➢ 材料価格 ▲０．０２％

診療報酬改定

令和４年度診療報酬改定について
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参考
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〇 令和４年度診療報酬改定関係資料
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○令和４年度診療報酬改定等に関する協会の主な意見発信
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協会の主な発言

第146回 医療保険部会（R3.10.22開催） （出席：安藤理事長）

議題 令和４年度診療報酬改定の基本方針について

発言

まず視点１について、平時と緊急時のいずれにも対応できる効率的・効果的な医療提供体制を構築すること
は、案にお示しいただいているとおり、重点課題であると考えている。そのためには、地域医療構想の推進等
により、地域全体での医療機能の分化・強化、連携を引き続き着実に進めていくことが必須であり、診療報酬
によっても後押しする必要があると考える。
また、具体的方向性の一つとして既に中医協でも議論が行われている、かかりつけ医が大きなポイントの一
つであると考えている。今回の新型コロナウイルス感染症をきっかけとして、かかりつけ医の重要性が広く国
民の中で再認識されたものと思うが、一方で、かかりつけ医の定義や在り方については十分な整理がなされ
ていない状況であると考えている。医政局の方で議論される予定と聞いているが、そちらの議論の状況を踏ま
え、連携しながらかかりつけ医機能が果たされることによる患者のメリットを明確化し、それに見合った評価を
していくという方向性について、医療保険部会においてもしっかりと議論していく必要があると考える。
また、視点４について、重要課題とはされていないものの、保険者としては引き続き重要な視点であると考え
ている。後発医薬品については、前回も意見を述べさせていただいたとおり、全都道府県で80％以上という新
たな目標の達成に向けた方針を明確に示していただくとともに、導入から10年以上が経過した体制加算の今
後の在り方をはじめ、診療報酬における対応を検討していく必要がある。
なお、診療報酬と直接関係する話ではないが、医療費適正化の観点では特定健診・特定保健指導の医療費
適正化や健康増進の効果を実証した上で、さらに効果的な推進策を打ち出していくことが重要であると考えて
いる。
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厚生労働大臣への要請
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厚生労働大臣への要請
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協会の主な発言

第204回 介護給付費分科会（R3.12.8開催） （出席：𠮷森理事）

議題
介護現場で働く方々の収入引上げ（「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」・令和３年度補正予算等）について
（報告）

発言

令和３年度補正予算事業による今回の賃上げ措置は令和４年２月から９月までの賃上げ分を対象とすることについ
ては理解するが、10月以降の対応については、別途４年度の予算編成過程において、政策手法も含め検討されていく
ものと認識している。
一方、公的価格評価検討委員会では、年末までの中間整理の取りまとめに向け処遇改善に必要な安定財源の確保
について議論が行われるようだが、その議論の過程で、仮に介護報酬で処遇改善の目標分を確保するとし、その妥当
性について議論がなされる場においては、経団連・健保連の委員の意見に同調するものであり、特に新型コロナ感染
症への対応に迫られている現在の経済環境の中での、中小・零細事業所の加入者や事業所の保険料負担や自己負
担額等への影響等についての考察は非常に重要な論点であり、この論点を踏まえた総合的な検討をなされることを、
加入事業所の約８割が従業員９人以下の中小・零細事業所が占めている被用者保険の保険者として強く要望する。
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〇健康保険法施行令及び健康保険法施行規則の

改正について（インセンティブ制度関係）
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＜健康保険法施行令（大正15年勅令第243号）＞

第45条の2 協会は、厚生労働省令で定めるところにより、一の事業年度の翌事業年度における、第一号に掲げる額を予定保険料納付率（一の事業年

度の3月分から当該一の事業年度の翌事業年度の2月分までの保険料（任意継続被保険者に係る保険料にあっては、当該翌事業年度の4月分から3月分

までの保険料）として徴収すべき額の見込額に占める当該翌事業年度において納付が見込まれる保険料の額の総額の割合として厚生労働省令で定めるとこ

ろにより算定される率をいう。次条において同じ。）で除して得た額を第2号に掲げる額で除することにより、当該一の事業年度の3月から用いる都道府県単位

保険料率（法第160条第2項に規定する都道府県単位保険料率をいう。次条及び第45条の4第4項第1号において同じ。）を算定するものとする。

一 次のイからハまでに掲げる額を合算した額からニに掲げる額を控除した額

イ （略）

ロ 法第160条第3項第2号に掲げる額から当該支部被保険者に係る同号に規定する保険給付に要する費用のうち法の規

定により支払うべき一部負担金に相当する額の見込額を控除した額と一の事業年度の前々事業年度の3月から当該一

の事業年度の前事業年度の2月までの各月の当該支部被保険者（任意継続被保険者を除く。）の総報酬額（標準報酬月

額及び標準賞与額の合計額をいう。以下この条及び次条において同じ。）の総額及び当該一の事業年度の前事業年度

の4月から3月までの各月の当該支部被保険者（任意継続被保険者に限る。）の総報酬額の総額の合算額に1,000分の0.1

を乗じて得た額とを合算して得た額

ハ （略）

ニ 一の事業年度において取り崩すことが見込まれる準備金の額その他健康保険事業に要する費用のための収入の見

込額のうち当該支部被保険者を単位とする健康保険の当該一の事業年度の財政においてその収入とみなすべき額と

して協会が定める額並びに高齢者の医療の確保に関する法律第18条第1項に規定する特定健康診査及び同項に規定

する特定保健指導の実施状況その他の当該支部被保険者及びその被扶養者の健康の保持増進並びに医療に要する

費用の適正化に係る当該支部（法第7条の4第1項に規定する支部をいう。）の取組の状況を勘案して厚生労働省令で定

めるところにより算定した報奨金の額

二 （略）

◎附則（平30・3・22政令第59号）

第1条 この政令は、平成31年4月1日から施行する。

第2条 平成32年2月以前に用いられる都道府県単位保険料率（健康保険法第160条第2項に規定する都道府県単位保険料率をいう。次条において

同じ。）の算定については、なお従前の例による。

第3条 平成32年3月から平成33年2月までの都道府県単位保険料率の算定に関する第45条の2の規定の適用については、同条第1号ロ中「1,000分

の0.1」とあるのは、「1000分の0.04」とする。

2 平成33年3月から平成34年2月までの都道府県単位保険料率の算定に関する第45条の2の規定の適用については、同条第1号ロ中「1,000分

の0.1」とあるのは、「1,000分の0.07」とする。

改正前の関係法令①
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＜健康保険法施行規則（大正15年内務省令第36号）＞

第135条の5の2 令第45条の2第1号二の報奨金の額は、支部（法第7条の4第1項に規定する支部をいう。）ごとに第1号に掲げ

る額を第2号に掲げる額で除して得た数に第3号に掲げる額を乗じて得た額とする。

一 イに掲げる数にロに掲げる額を乗じて得た額

イ （1）に掲げる数から（2）に掲げる数を減じて得た数（（2）に掲げる数が（1）に掲げる数を上回る場合にあっては、零）

（1） 当該支部の総得点

（2） 各支部の（1）に規定する総得点の中央値として協会が定める数

ロ 当該支部の支部総報酬額

二 各支部の前号に掲げる額を合算した額

三 各支部の支部総報酬額を合算した額に1,000分の0.1を乗じて得た額

2 前項第一号イ（1）の総得点は、一の事業年度の前事業年度における当該支部に係る次に掲げる数値、当該数値の当該

一の事業年度の前々年度における次に掲げる数値からの改善状況等を勘案して協会が算定した数とする。

一 高齢者医療確保法第18条第1項に規定する特定健康診査その他の健康診査であって協会が定めるもの（第4号において

「特定健康診査等」という。）の実施率

二 高齢者医療確保法第18条第1項に規定する特定保健指導（次号において「特定保健指導」という。）の実施率

三 特定保健指導の対象者の減少率

四 支部被保険者及びその被扶養者のうち協会が特定健康診査等の結果等を勘案して保険医療機関への受診を勧奨した者

の保険医療機関の受診率

五 後発医薬品（保険医療機関及び保険医療養担当規則（昭和32年厚生省令第15号）第20条第2号ニに規定する後発医薬品

をいう。）の使用割合

◎附則（平30・3・23厚生労働省令第32号）

第1条 この省令は、平成31年4月1日から施行する。

第2条 平成32年2月以前に用いられる都道府県単位保険料率（健康保険法第160条第2項に規定する都道府県単位保険料率

をいう。次条において同じ。）の算定については、なお従前の例による。

第3条 平成32年3月から平成33年2月までの都道府県単位保険料率の算定に関する第135条の5の2の規定の適用については、同条第1項第3号中

「1,000分の0.1」とあるのは、「1,000分の0.04」とする。

2 平成33年3月から平成34年2月までの都道府県単位保険料率の算定に関する第135条の5の2の規定の適用については、同条第1項第3号中

「1,000分の0.1」とあるのは、「1,000分の0.07」とする。

改正前の関係法令②
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〇国の審議会等における協会の主な意見発信状況
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協会の主な発言

第183回 中医協 薬価専門部会（R3.12.1） （出席：安藤理事長）

議題 次期薬価改定について（論点整理案）

発言

〇 調整幅について、医薬品の安定供給に関して言えば、必要なものであると考えている。現在の2％という
設定の妥当性について、関係業界の意見を聞きながら、より具体的な金額を示していただいた上で、決めた
ほうが良いのではないか。現在の2％で足りるのか、というところが非常に懸念される。
2％で長年設定してきたが、上がる時もあれば、下がる時もあると思われることから、柔軟に調整できるよう
な調整幅の使い方というルールを今後検討したほうが安定供給のためには良いのではないか。

第59回 中医協 費用対効果評価専門部会（R3.12.1） （出席：安藤理事長）

議題 令和4年度費用対効果評価制度改革の骨子（案）について

発言

〇 改革の骨子（案）について、これまでの議論が全て反映されているものであり、特に異論はない。この改革
内容が実効的なものとなるよう、関係者の皆様方におかれましては、引き続き、ご尽力願いたい。特に、分析

体制の在り方において、人材育成が非常に重要であると思われるため、しっかりやっていただきたい。

第501回 中医協 総会（R3.12.1） （出席：安藤理事長）

議題 診療報酬改定結果検証部会からの報告について

発言

〇 部会で指摘があったDPCやNDBなどの既存のデータを活用し、調査の補完に充てることは重要であると思
うので、是非実施していただきたい。保険者としても、持っているデータの活用に努めたいと考えている。
オンライン診療を受けた患者への調査で、「対面診療と比べ、十分な診察は受けられない」という質問の回
答のうち、「そうは思わない」が59.5％、「リラックスして受診でき、症状などを話しやすかった」が73.8％、
「様々な感染症のリスクを心配する必要がなかった」が92.9％と非常に高い数字が示されており、母数は少
ないが非常に参考になった。
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協会の主な発言

第501回 中医協 総会（R3.12.1） （出席：安藤理事長）

議題 入院（その６）について ～急性期入院医療、高度急性期入院医療

発言

〇 急性期入院医療の評価の論点について、現行の急性期一般入院料1の中でも、特に充実した急性期入院
医療を担っている医療機関を、質を担保した上で評価すべくメリハリを付ける、という方向性に異論はない。
ただし、現在でも複雑な報酬体系をさらに複雑にすることは避けるべきであり、新たな類型を追加するので
はなく、現行の報酬体系に組み込む方向で検討を進めるべき。
〇 Tele-ICUについて、もう少し実態や実績、エビデンスを見ないと診療報酬上の在り方を検討できない。エビ
デンスの更なる収集をお願いしたい。

第22回 中医協 医療機関等における消費税負担に関する分科会（R3.12.2） （出席：𠮷森理事）

議題 消費税10％への引き上げに伴う補てん状況の把握結果等について

発言

〇 現状では、マクロで補てん不足となっていない。新型コロナの影響が大きい令和2年度のデータでは検証
困難であり、対応案のとおりの方策しかないと理解している。引き続き、補てん状況を把握して検証すること
が適当である。2年後の実調ではなく、新型コロナの影響を除いたデータを何らかの方法で毎年把握して、個
別項目も含めて検証できないか。

第184回 中医協 薬価専門部会（R3.12.3） （出席：安藤理事長）

議題 関係業界からの意見聴取について

発言
〇 後発医薬品の果たす役割は、医療上においても経済上においても非常に重要であると考えており、今後
患者が安心して後発医薬品を服薬し続ける環境のさらなる整備が必要である。
日本医薬品卸売連合会においては、コンプライアンスの徹底を切にお願いしたい。
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協会の主な発言

第502回 中医協 総会（R3.12.3） （出席：安藤理事長）

議題 個別事項（その7）について ～医療安全対策に係る評価、慢性維持透析

発言

〇 医療安全対策の論点について、医療安全に係る取組を推進する方向性に異論はないが、安全対策への
対応は必須であり、評価引き上げでの対応は丁寧に議論すべきである。
慢性維持透析の論点について、令和3年だけ急に割合が上がっており、この増加要因が何なのかが判明し
ないと、これだけで判断して良いものなのか、評価の在り方を検討できない。

第502回 中医協 総会（R3.12.3） （出席：安藤理事長）

議題 コロナ・感染症対応（その2）について

発言

〇 新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の特例的な取扱いの論点について、令和３年度のレセプト
総点数はコロナ前の前々年度と比べても伸びており、昨年度とは状況が変わってきていることが見てとれる。
一方で、新型コロナウイルス感染症受入医療機関における入院実績点数は、特例以外の点数のみでは、
前々年度より低い状況が続いており、全体の傾向に異なる点があるのではないかと考えている。

〇 このような状況を踏まえれば、新型コロナウイルス感染症患者を受け入れた医療機関に対する特例は、
今後の感染状況が不透明である現時点では、継続を検討することも理解できる。一方で、新型コロナウイル
ス感染症患者の受入の有無に直接関係しない特例については、廃止を検討すべきであると考える。
〇 感染防止対策加算の論点について、入院分科会からの指摘も踏まえ、地域における医療機関間の連携
を強化する方向性について異論ない。感染防止対策加算について、届出医療機関にバラツキがあるといっ
た点も指摘されているが、要件を緩和する方向性よりも質を担保した上での地域連携を強化する方向性で
の評価が望ましいのではないか。
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協会の主な発言

第503回 中医協 総会（R3.12.8） （出席：安藤理事長）

議題 個別事項（その8）について ～後発医薬品

発言

〇 後発医薬品について、全都道府県で80％以上という新たな目標が設定されたという状況の変化も踏まえ、
診療報酬上の加算・減算の在り方を検討していくべき時期に来ていると考える。
例えば、協会の令和2年度のデータで現状を申し上げると、まだ80％に達していない支部が、目標の80％
に達した場合に見込まれる適正化額は、粗く見積もると約60億円となる。一方で、医科・歯科・調剤の体制加
算で、約325憶円が支払われた。このため、昨年度と同様の受診状況が続けば、新目標を達成し全支部で
80％以上となった場合の適正化額のおよそ5倍の金額が、毎年加算されていくことが見込まれる。

〇 体制加算については、その導入時など、後発医薬品が普及していない状況で使用促進を図る上では有用
な仕組であったと考える。一方、既に使用割合がある程度の水準に達し、患者側にも後発医薬品を選ぶとい
う習慣がある程度浸透していると考えられる状況であることを踏まえると、後発医薬品の体制加算は、段階
的に廃止していくことを検討すべき時期に来ていると考える。

〇 また、協会のデータで、後発医薬品使用割合の種別毎（医科入院、医科入院外、歯科、調剤）の数値を見
ると、特に歯科、医科入院外での使用割合が低いという傾向が見られる。最新の令和3年7月診療分では、
全国の種別合計の使用割合が80％である一方、歯科は52.0％と種別毎では最も低く、続いて医科入院外が
67.9％となっている。歯科においては、鎮痛剤や抗菌薬の使用が多いところ、後発医薬品があるにも関わら
ず、使用が進んでいない状況である。

〇 これらの状況を踏まえ、具体的には、①加算対象をさらに厳格化し、特に80％という目標より低い実績
での加算の廃止を検討すること、②減算の対象を拡大し、薬局における減算基準を引き上げるとともに、使
用割合が低い歯科を含めた医療機関への減算規定を創設すること、③それらの上で、後発医薬品の体制加
算を段階的に廃止していくことを検討すべきと考える。
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協会の主な発言

第503回 中医協 総会（R3.12.8） （出席：安藤理事長）

議題 個別事項（その8）について ～フォーミュラリ、分割調剤、薬剤給付の適正化

発言

〇 フォーミュラリについて、令和2年度診療報酬改定の中医協答申書を踏まえ、厚労科研で調査・分析をし、
ガイドラインを作成していただいたのは、まだ日本においては十分に策定が進んでいないフォーミュラリ策定
を推進していく上で、重要な役割を果たしうるものと考える。先日結果を報告いただいた「後発医薬品の使用
促進策の影響及び実施状況調査」では、フォーミュラリの設定が困難な理由として、院内ルールの合意形成
が困難、作成のための根拠情報の不足という回答が一定数あるので、そのような課題を抱えている医療機
関に活用していただけることを期待する。

〇 一方、同調査では、フォーミュラリの設定が困難な理由として、診療報酬上評価されていないから、という
回答も一定数あるが、医学的妥当性や経済性等を踏まえた使用方針を作成することで、医療機関自身の経
営改善にも資するものであり、そのような点も踏まえて診療報酬上の評価がなくとも、策定している医療機関
が一定数あるものと思っている。フォーミュラリの取組を推進する方向性に異論はないが、推進するために
診療報酬上の評価が必要なのか、という点については、制度のガイドライン等を定め、その活用状況も踏ま
え、さらなる検討が必要ではないか。

〇 分割調剤について、長期処方の割合増加により患者の残薬確認や服薬管理の必要性がある処方も増え
ているものと思うが、分割調剤の算定回数は未だ限定的である。患者側からは分割調剤について特に不満
はないという回答が多かったことを踏まえると、医療機関側で活用が進んでいないということかと思われる。
特に、手続きが煩雑だから、やり方が分からないから、という回答が一定数あるところ、手続き的な課題や
制度の周知についての取組を含め、改善の検討をしてもよいのではないか。

〇 薬剤給付の適正化について、資料にもあるように、骨太の方針において、「OTC類似医薬品等の既収載
の医薬品の保険給付範囲について引き続き見直しを図る」とされている。先日の医療保険部会でも述べた
が、薬剤給付の適正化を図るためには、あらゆる手段を講じる必要があると考えており、そのための最も効
果的な手段の一つが、保険診療下で相対的に必要度が低下した市販品類似薬の除外・償還率変更も含め
た薬剤自己負担の見直しであると考える。外用の消炎・鎮痛薬といった既に対応しているもの以外について
も、引き続き検討していく必要がある。 32



協会の主な発言

第503回 中医協 総会（R3.12.8） （出席：安藤理事長）

議題 個別事項（その8）について ～働き方改革の推進（その2）

発言

〇 看護職員の処遇改善の論点について、仮に診療報酬制度で対応することとなれば改めての議論が必要
だが、どのような政策手法であっても、対象となる個人の給与が確実に引き上がるような仕組みを検討する
ことが必要であると考える。また、その結果を検証できる仕組みも併せて検討する必要があると考える。
地域医療体制確保加算の論点について、加算を届け出ている医療機関の方が全体的に働き方改革の取
組が進んでいるように見えるが、個々の医療機関の取組状況を確認する仕組みがないことは課題であると
考える。今後は一定の医療機関で医師労働時間短縮計画が策定されることとなるため、その仕組みと加算
を連動させることなどにより、PDCAサイクルを回していくべきである。

第504回 中医協 総会（R3.12.10） （出席：安藤理事長）

議題 歯科医療（その2）について

発言

〇 安心・安全で質の高い歯科医療の推進のためのICTの活用、研修等の論点の2つ目について、これまでも
申し上げてきたが、院内感染対策は医療機関が行う本来の責務であり、研修や教育の充実で対応すべきも
のと考えている。先ほど、基本診療料の更なる上乗せをという発言もあったが、基本診療料を感染症対策の
みを理由に引き上げることは適当でなく、基本診療料全体としての在り方の中考えるべきである。

第504回 中医協 総会（R3.12.10） （出席：安藤理事長）

議題 入院（その7）について

発言

〇 地域包括ケア病棟の論点について、以前も申し上げたが、入院分科会からの指摘のとおり、役割の一部
しか担えていない場合など、機能の差を踏まえた評価の在り方を検討すべきである。特に一般病棟からの転
棟患者については、自宅等・その他からの入棟患者と比較すると、相対的に安定している状態の患者が多
い等のデータを踏まえ、対応を検討していくべき。
退院患者調査の論点について、DPCデータとNDB・介護DBの情報との連結解析が可能となり、その精度向
上に向けた取組は国民の健康・安心・安全ならびにより質の高い医療が受けられるようになる。セキュリ
ティーの確保に配慮しつつ進めていただきたい。
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協会の主な発言

第505回 中医協 総会（R3.12.15） （出席：安藤理事長）

議題 個別事項（その10）について ～不妊治療の保険適用（その3）

発言

〇 不妊治療の保険適用に関する各論点について、ガイドラインや特定治療支援事業を踏まえ、概ね妥当で
あると考える。また、現在治療を行っている方に不利益を与えないよう配慮が必要という点についても、補正
予算で一定の手当がなされるものと理解している。
ただし、情報開示の論点について、医療機関ごとに患者背景が異なるといった難しさがあることは理解する
が、患者の選択に資するよう、比較可能な形での情報開示を進める方向で、引き続き検討すべきと考える。

第506回 中医協 総会（R3.12.17） （出席：安藤理事長）

議題 外来（その4）について

発言

〇 かかりつけ医に関する論点について、総論としては、以前から申し上げているとおり、かかりつけ医機能
が果たされることによる患者のメリットを明確化し、それに見合った評価をしていくべきである。
機能強化加算については、前回改定時に、かかりつけ医機能の普及を図る観点から、体制加算として、院
内掲示等の情報提供に係る要件が見直された。その際も、情報提供の方法の在り方についてかなりの議論
があったことは認識しているが、その見直し後の特別調査結果が資料に示されている。特に「5.かかりつけ医
に関する院内掲示を見たことがあるか」の質問では、届出あり施設の患者の方が届出なし施設の患者よりも
「見たことがある」と答えた割合が低いという結果となっている。
このような結果を踏まえたうえで、加算の要件とされている情報提供の在り方について、現状で十分である
と思っているのかどうか、診療側のご意見を伺いたい。
協会においては、かかりつけ医について広報を行っており、保険者としての役割も認識している。しかし、
加算の要件とされている情報提供については、加算を算定している医療機関において、しっかりと実施して
いただきたい。
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協会の主な発言

第506回 中医協 総会（R3.12.17） （出席：安藤理事長）

議題 入院（その8）について

発言

〇 資料のシミュレーション案について、「重症度、医療・看護必要度」の論点を検討していく上で非常に重要
である。
シミュレーション案の内容について、入院分科会の指摘やこれまでの総会における議論を踏まえ作成いた
だいたものと認識しており、特に異論はないが、2点意見を申し上げたい。
A項目の「点滴ライン同時3本以上の管理」について、資料9頁の学会からの提言も踏まえ、薬剤種類数を
見直すという方向性についても理解できる。ただし、この項目について、資料のデータの必要度ⅠとⅡを比
較すると、いずれのパターンでも、必要度Ⅱの方が基準を満たさなくなる患者割合が高いという差が生じてい
る。この差については、入院分科会からの指摘にもあるように、レセプト電算処理システム用コードが影響を
与えている可能性があるため、その点にも留意して検討を進める必要がある。
また、資料に現状の該当患者割合のデータがあるが、前回の見直しの検証も含め今後の対応について議
論する観点から、シミュレーション結果を出す際には、前回見直し後の変化についても併せてお示しいただき
たい。

第185回 中医協 薬価専門部会（R3.12.22） （出席：安藤理事長）

議題 令和4年度薬価制度改革の骨子（案）について

発言

〇 令和4年度薬価制度改革の骨子（案）について、具体的な対応案が示されている項目については、特に異
論ない。
引き続きの検討事項とされている「調整幅の在り方」「診療報酬改定がない年の薬価改定」については、い
ずれも重要な論点である。特に「調整幅の在り方」について、平成12年度に設定されたものであり、当時と現
在では流通に関する諸コスト、諸経費が大幅に変化していることが想定される。現在の調整幅で本当に十分
なのか、否か判断できる資料の準備をお願いしたい。卸連からのより詳細な資料を提示していただきたい。
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協会の主な発言

第507回 中医協 総会（R3.12.22） （出席：安藤理事長）

議題 外来（その5）について

発言

〇 オンライン診療について、「オンライン診療の適切な実施に関する指針」の改訂等を踏まえ、令和4年度診
療報酬改定の基本方針に示されたとおり、患者ニーズを踏まえた適切な普及・促進や安全性と信頼性の確
保を前提とした適切な評価を進めていくべきである。
対象患者、算定要件、施設基準等の評価の在り方については、指針の改定等を踏まえ、その内容と整合
的な形での見直しを検討する必要がある。
情報通信機器を用いた場合の医学管理料の一覧表が掲載されているが、初再診や医学管理等に係る評
価については、対面診療との関係を十分に考慮し、安全性と信頼性の確保を前提とした上で、対面診療と同
等と評価できるかどうか、といった観点から、それぞれ適切な評価の在り方を検討していくべき。
オンライン資格確認について、現在の医療機関等における導入状況をみると、患者側がマイナンバーカー
ドを保険証として利用しようとしても、実際に医療機関等においては利用できないことが多い状況と思われ、
このような状況では利用がなかなか進まないのではないか。
事務局としても、なかなか導入が進んでいない現状十分に認識されていると思うが、改めて、今後いつまで
に、どのように進めていく予定なのか、具体的なお考えをお伺いしたい。
また、医療保険部会でも申し上げているが、オンライン資格確認や電子処方箋について、新たな機能・情
報が追加される度に費用負担の在り方を議論するのではなく、まず厚労省に総合的な全体像を示していた
だき、利活用場面、ユースケースを整理し、その役割や受益等を踏まえ、費用負担の在り方を議論すべき。
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第507回 中医協 総会（R3.12.22） （出席：安藤理事長）

議題 個別事項（その11）について ～オンライン服薬指導

発言
〇 電子版お薬手帳について、診療報酬の話ではないが、資料にもあるように、データの標準化や相互利用
といった取組を進めることにより、利用者や医療機関等において実効的に活用いただけるようなコンテンツも
しくはツールとして活用していくことが重要と考える。



協会の主な発言
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第149回 医療保険部会（R3.12.23開催） （出席：安藤理事長）

議題 オンライン資格確認等システムについて

発言

〇 オンライン資格確認については、現在の医療機関等における導入状況をみると、患者がマイナンバーカー
ドを保険証として利用しようとしても、実際の医療機関等においては利用できないことが多い状況と思われる。
このような状況では、患者の心情として、利用できないと困るため、やはり保険証を持参しようというようなこ
とになり、利用がなかなか進まないのではないかと思っている。

〇 導入状況の推移をみると、準備完了施設・運用開始施設は10月以降少しずつ増えているものと認識して
いるが、一方、顔認証付きカードリーダーの申込数は最新でも56.6％とほとんど増えていない。このような状
況を踏まえ、事務局からも対策を検討中と説明があったが、特に数が多く、受診機会の多い診療所に設置い
ただく必要があると考えている。

〇 また、これまでも繰り返し申し上げているとおり、新たな情報が追加される度に費用負担の在り方を議論す
るのではなく、まず厚労省に総合的な今後の全体像をお示しいただき、利活用場面、ユースケースを整理し、
その役割や受益等を踏まえ、費用負担の在り方を議論すべきと考える。

議題 その他

発言

〇 看護職員の処遇改善について、令和４年10月以降は、診療報酬で対応する方針が決められたものと理解
した。

〇 詳細については、中医協における改めての議論が必要となるものと考えているが、対象となる個人の給与
が確実に引き上がるような仕組みとすること、また、効果検証の仕組みも併せて検討することが必要である
と考える。

〇 次に、後期高齢者制度の２割負担導入に感謝申し上げる。しかし、国民皆保険制度が持続可能となるた
めには十分ではない。更なる医療費適正化につながる施策の検討をお願いしたい。

〇 また、昨日のニュースで後期高齢者の２割負担について報道されていたが、配慮措置については述べら
れていなかった。高齢者の方が不安にならないよう、広報をしっかり行っていただきたい。



協会の主な発言
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第６回 第８次医療計画等に関する検討会（R3.12.23開催） （中島理事）

議題 外来機能報告等に関する報告

発言

〇 外来機能については、今回の報告書（案）の内容に沿って、各地域において「紹介受診重点医療機関」を

適切に位置付け、外来機能の明確化・連携が一歩一歩、着実に進むことを期待したい。

これに関連して、二点ほど事務局に質問したい。今後の進め方等について。一点はかかりつけ医について、

もう一点が地域医療構想調整会議について、である。

〇 外来機能において、かかりつけ医の在り方も大きなポイントの一つと考えている。今回の新型コロナウイ

ルス感染症をきっかけとして、かかりつけ医の重要性が広く国民の中で再認識されたものと思うが、一方で

かかりつけ医の定義や在り方については、必ずしも十分な考え方の整理がなされていない状況であると考え

ている。

そのような点から、かかりつけ医機能の在り方について今後具体的にどのような場とスケジュールで厚生

労働省として検討を進めていくのか、考え方を確認したい。
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第６回 第８次医療計画等に関する検討会（R3.12.23開催） （中島理事）

議題 外来機能報告等に関する報告

発言

〇 2点目、「紹介受診重点医療機関」の議論においても、地域医療構想調整会議を活用して地域にふさわし

い形を追求していくものと認識している。

この地域医療構想調整会議における中心的な議題である地域医療構想については、昨年12月の医療計

画検討会では、

・ 2022年度中を目途に地域医療構想の実現に向けた地域の議論が進められていることが重要となること

にも留意が必要

とあえて強調して報告書が取りまとめられたところ。

〇 また、厚生労働省において、12月10日に開催された「第7回地域医療確保に関する国と地方の協議の場」

の資料において、

・ 2022年度及び2023年度において、地域医療構想に係る民間医療機関も含めた各医療機関の対応方針

の策定や検証・見直しをお願いしたい

と地方に対し要請したと伺っている。

〇 しかし一方、12月３日に開催された「第２回地域医療構想及び医師確保計画に関するワーキンググルー

プ」の資料によると、地域医療構想に関する取組が、まだまだ地域によって差があり、取組が進んでいない

状況もあると危惧している。

地域医療構想の検討について、厚生労働省として、今後都道府県に、具体的にどのような工程、スケ

ジュールを示し、地域医療構想を推進しようとしているのか、この点についてお考えを確認したい。



国の審議会における協会の主な発言

第205回 介護給付費分科会（R3.12.24 持ち回り開催） （出席：𠮷森理事）

議題 介護職員処遇改善支援補助金について（報告）

発言

〇 介護職員処遇改善の今回報告内容について基本的に異論はない。また、「大臣折衝事項」により、令和４
年10月以降は介護報酬で対応する方針が決められたものと理解した。
詳細については、当分科会で改めて議論されるものと理解しているが、二点意見を申し上げる。

〇 一点目は公的価格評価検討委員会の中間整理でも指摘されているとおり、今後の処遇改善については、
介護現場での職員の処遇改善が実効性のあるものになり介護利用者のサービスの質の向上に繋がってい
るのか等、介護現場の改善及び活性化の観点でこれまでの措置の実効性をしっかりと検証するとともに、対
象となる個人の給与が確実に引き上がり、その効果検証が可能な仕組みとすることが必要であると考えてい
る。

〇 二点目は、介護給付費は医療費の伸びを大きく上回る勢いで増加しており、支え手である現役世代の負
担は医療費を含め限界水準に達しているのではないかと考えている。我々協会けんぽの加入者事業所の
大半が中小・零細事業所であり、新型コロナウイルス感染症への対応に迫られている現在の経済環境の中
での加入者や事業所の保険料負担や自己負担額等への影響についての考察は重要な論点である。限られ
た財源の中では一層の効率化・適正化が不可欠であることから、給付と負担の在り方等について議論を深
めるべきであり、介護報酬での対応に当たっては、介護給付費の適正化、介護現場のサービス向上や効率
化・生産性の向上等の論点を踏まえた総合的な検討がなされることを要望する。
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